
 

第４回 葉山町介護保険事業計画等運営委員会次第 

 

 

 

                          日 時： 令和２年６月２５日（木） 13 時から 

                          場 所： 葉山町役場 ３階 協議会室１  

 

 

１ あいさつ 

 

 

２ 平成３０年度、令和元年度（第７期計画期間）における各事業の事業実績につい

て 

 

 

３ 町内介護保険事業所アンケート（案）について 

 

 

４ 町民アンケート結果について 

 

 

５ 今後のスケジュールについて 

 

 

 

（配布資料） 

 

資料１ 第３回葉山町介護保険事業計画等運営委員会会議録（概要） 

資料２ 葉山町介護保険事業計画等運営委員会委員名簿（第８期） 

資料３ 平成３０年度、令和元年度（第７期計画期間）における各事業の実績報

告 

資料４ 葉山町第８期介護保険事業計画策定に向けての事業所アンケートの 

協力のお願い（案） 

  資料５ 葉山町介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

参考資料 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（抜粋） 



 

第３回 葉山町介護保険事業計画等運営委員会 会議録 

（概要） 
日時：令和元年12月19日(木) 

13：00～15:00 

場所：葉山町役場３階協議会室２ 

 

 

委員会の概要 

 

１ 葉山町内介護保険事業所アンケート結果について 

２ 葉山町高齢者福祉に関するアンケート調査について 

３ その他 

 

配布資料 

 

 

 

 

 

 

出席者等（敬称略） 

会 長…… 山本惠子 

副会長…… 二瓶東洋 

委 員…… 加藤智史、小宮和子、沼田謙一郎、松本千恵、宮田路子、森久保悟              

事務局…… 仲野福祉部長、鹿島福祉課長、坂口担当課長、大渡課長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

資料１ 第２回葉山町介護保険事業計画等運営委員会会議録（概要） 

資料２ 令和元年度 葉山町第８期介護保険事業計画策定に向けての 

葉山町内介護保険事業所アンケート調査結果 

資料３ 葉山町高齢者福祉に関するアンケート調査【介護】 

 



 

会議録（概要） 

１ あいさつ 

 

 （省略） 

２ 葉山町内介護保険事業所アンケート結果について 

  事務局より資料２に基づき葉山町内介護保険事業所アンケート結果について

説明があった。 

 

（主な説明） 

・管理者は４０代以上の方が多い。 

・介護職員は、訪問系では６０代が１９人、７０代以上が６人、合計で２５人。 

 ４７．２％と半分以上が高齢化している。 

 施設系サービスが２０代、３０代が比較的いるのに対し、訪問系サービスは 

高齢化している。 

・訪問系サービスは女性の比率が多い。６０代、７０代の２５人は全員女性で

ある。 

・通所系サービスの女性が多い。 

・介護支援専門員も４０代以上の方が多く、女性の割合も高い。 

 ２０２１年には管理者は主任介護支援専門員である必要があるが、現在のと

ころ管理者が主任介護支援専門員である事業所は半数になっている。 

・課題は厳しい意見が多かった。 

 通所系サービスでは、「職員の高齢化、新人職員の確保、扶養範囲内で働きた

い人が多いが、最低賃金が上がっていることの影響で労働時間が減少してい

る。」、「採用が進みません。募集広告に対する反応が鈍く、問い合わせは高齢

者が多い傾向です。この間は採用しても業務内容を覚えられない等、ミスマ

ッチも多く常に人手不足の状態です。」という意見があった。 

・「人員の不足が生じた際に募集をしても応募がない。」「多種の職員を採用する

に当たり、ハローワークや新聞折り込み等にて募集するも応募者なく、特に

介護職については自分自身で応募せず、人材派遣や紹介会社からの案内に変

化しており、採用が難しい。」 

・ほぼ、全てのサービスで職員採用に苦労している状況である。 

・介護職員のみならずケアマネジャーの確保も難しい状況である。 

 

 

 

 



 

・介護度別の利用者人数を見て見ると、要介護３以上の重度な状態での在宅介

護の実態が分かった。 

 

・特養入所者数は満床になっていない。 

 １５４人の利用者に対し、葉山町の被保険者数は１０２人 ６６．２％とな

っている。 

 平成２９年度の調査時には利用者は１４９人、葉山町の被保険者数は９８人、 

 ６５．８％となっていた。 

 特養には葉山町民優先の入所をお願いしている。 

 

・介護付き有料老人ホームは葉山町民の利用者数の割合が低い。 

 

・特養待機者は平成２９年度で２７０人であったものが、今回は１８８人とな

っている。 

 要介護１・２の方々が激減している。要介護３の方も３０人減少している。 

 入所者が原則要介護３以上になったのが、平成２７年度からなので、既に制

度が安定した中での減少傾向である。 

 葉山町民の割合は約半数になっている。 

 待機者の傾向は減少傾向にある。 

 

・特養待機者の状況は、取り敢えず申し込むという方がいるので、実態（すぐ

に入所が必要な方）はもう少し少ないとなっており、半数程度は取り合えず

申し込んでいる。 

              

・特養待機者が減少（横ばい）の原因についてのアンケートでは、その原因が

中々つかみきれていないが、近隣特養又は有料老人ホームに流れている状況

である。 

地域包括支援センターとの連携は取れているという意見になっているが、場所

に関する意見があったが、出向く包括を周知していきたいと考えている。 

  

・医療と介護の連携については、工夫が見られる。 

 

・地域ケア個別会議でケアプランを見ているとケアマネジャーの歯科に関する

意識が弱いが、今回のアンケート結果からも、まだまだ弱いという意見があ

った。 

 しかし、「ケアマネのアセスメントに歯についての項目欄が少なく別紙で食事



 

時間、内容、歯の数、認知度など記入し渡しています。歯磨き粉は何を使っ

ているのか等から聞かれたこともあり確認するようにしている。」という工夫

した意見があった。 

 

（主な質疑・意見） 

・訪問系サービスの介護職員は高齢化している。あらゆる媒体を使って募集を

しても全くといっていいほど来ない。 

 処遇面が一番大きいと考える。 

 介護職員への処遇改善で、今年、厚労省より勤続１０年の介護福祉士の資格

を持っている職員へは４４０万円を補償しなさいと言われており、中々採算

ベースに乗っていかない事業所が増えてくる。 

 抜本的に処遇改善を行わないと人が集まってこない。 

 ４０代、５０代、６０代の主婦層がヘルパーになっていて、単身で生活する

のは厳しい状況となっている。 

 

・ケアマネジャーは、逗葉地区で不足している。 

 ケアマネジャーも少しでも待遇が良い所に流れてしまっている。 

 

・どこの居宅介護支援事業所も件数を多く抱えていて、地域包括支援センター

からの要支援の引き受けが出来ていない状況である。 

 

・なぜ、採用が進まないかというと、採用をするとすぐに業務に当たらなくて

はならない。業務に入ると研修に入る機会がない。研修を受けるのに１万円、

２万円かかるので研修も受けられないので、町域での研修があると質の向上

の点でも良いと思う。 

 

・特養待機者については、低額な有料老人ホームにかなり流れているようであ

る。 

 

・地域包括支援センターについては２か所出来たことで、木古庭、上山口の方

にとっては清寿苑で近くなったと思う。 

 地域包括支援センターはアウトリーチが基本であり、利用者が地域包括支援

センターを訪ねるのではなく、職員が利用者宅を訪問するのが大前提になっ

ている。 

  

  



 

・職員に関しては外国人労働者も入れていくべきだと考える。 

 

・勤務している職員が知人を自分の事業所に紹介したら報奨金という形で２０

万円、３０万円払っている事業所もあると聞いている。 

 

・職員雇用に関して、慢性的に各部所、職員確保に苦労している。 

 

・広報紙、ちらし等で採用活動をしているが、問い合わせがないのが現状であ

る。 

 

・デイサービスのドライバーに関してもチラシで１件あったが、中には８０代

の方からの応募もあったものの、丁寧に説明をして辞退をしていただいた。 

 

・紹介会社、派遣会社に頼らざるを得ないのが現状である。 

 紹介・派遣をすると費用が手数料で２０％、派遣だと倍の時給を払うので、

収益を圧迫してくる。 

 

・処遇改善加算で処遇は改善されてきているが、金額だけだせば採用に結び付

くかというと難しい。 

 

・グループホームは職員の知人で何とか乗り切っているのが実状である。 

 

・特養入所の町民割合は、待機者の方へは点数の高い方から声掛けしている。

町民以外の方にも声掛けしているが、今月（令和元年１２月）には町民の割

合が６８％となっている。今後も申込者の中で、緊急性が高い町民の方を優

先し、７０％を目標としていきたいと考えている。 

 

・待機者はここ３年で３０名以上減少している。 

 原因としては、色々な要因が重なっていると考える。近隣に特養の施設が出

来た、在宅サービスを利用してぎりぎりまで自宅での介護を継続されている

方もいる。 

 有料老人ホームや老健の利用料が下がり、利用している方もいる。 

 

・地域包括支援センターは徐々に軌道に乗り、オレンジカフェ、月２回のサロ

ン、月１回の体操教室を開催さいており、デイサービス管理者、管理栄養士

も派遣し、町民への情報を伝達しており、地域貢献を考えている。 



 

 訪問活動とし、来られるお客さんは月１件、２件に対し、訪問は１００件程

度行っている。 

 今後も出かける地域包括支援センターによりニーズを満たしていきたいと考

えている。 

 

・外国人労働者を雇用している。読み書きに多少の難はあってもお客さんにセ

する対応は日本人以上に良い。 

 将来は外国人がいない施設の方が珍しくなるのではないか。 

 

・介護職だけでなく、看護師や歯科衛生士といった専門職もなり手がいなく困

っている状況である。 

 

・三浦半島地域の保健医療福祉推進会議でもベッド数の話も出るが、人材不足

の課題が出てくる。 

 歯科衛生士も不足しており、歯科衛生士は結婚して子供が出来て辞める方が

大半を占めている。 

 子育てが終わった方への復職事業として、県の歯科医師会が講習会を開いて

少しでも復職するよう取り組みをしている。 

 医療関係の人材確保も問題である。 

 消費税増税による財政支援を期待しているところである。 

 

・今年、台風被害が甚大なものであったが、災害と医療の小委員会を開いて逗

子市・葉山町で対策を練っているが、歯科医師と医師、薬剤師に関してはガ

イドライを作成し人材を配置することになっている。 

 今、働きかけているのが、看護職のボランティアに働きかけて 逗子市では

看護師、准看護師、保健師、歯科衛生士で１７名の登録、葉山町では１０名

の登録をしているが、まだまだ少ない。 

 

・前回の時に比べて介護職と歯科との連携は取れてきていると思うが、逗葉歯

科医師会が協力医としては入れるところと、他の所で入っているとことが、

逗葉歯科医師会として逗葉地域医療センターにある在宅歯科医療連携室を拠

点として往診に入るようにしている。 

 啓蒙活動のためのリーフレットやポスターを配布している。 

 

 

 



 

・特養待機者の現状を考慮すると、現在の葉山町の２か所の特養で十分充足し

ていると考える。 

 また、グループホームも利用者の現状を見る限り、現在の２か所で充足して

いると考える。 

 

・介護の職員は今後の職業として適切な報酬を得られないと成り立たないので

はないか。 

  

・出向く包括、患者の中にも訪問してもらいたい利用者がいる。１人独居で妻

に先立たれた方で介護未申請の方がいるが、どのようにキャッチしているの

か。 

 家族がいなくて包括に言ってこない方への対応はどうしているのか。 

 そうした方への掘り起こしが必要ではないか。 

 

→体操教室などで、介護未申請の方への声掛けもしている。 

  

→７５歳以上の独居の方へ町看護師が訪問し、掘り起こし、地域包括支援セン

ターにつなげている。 

 

・木古庭福祉委員会では年２回1人暮らしの見守りを行っている。 

 福祉委員会にお誘いする、パンフレットをお渡しする。 

 １０月に行った方は１人であったが、白杖を持っている方で困っていること

があると言う。  

 地域包括支援センターや民生委員につなげているが不満があると言う。 

 福祉委員会の会長に相談して地域包括支援センターに連絡し、地域包括支援

センターと社協、福祉委員会と訪問し対応した。 

 年間１１０件程度訪問し、大変であるが、年２回やっている。 

 大体民生委員に話をする。 

 

・地域包括支援センターが１月から町内会、木古庭福祉委員会に来ていただい

ている。 

 あしたば会があるが、そこで食事会を年３回やっており、そこにも地域包括

支援センター職員が参加してくれている。 

 行政職員も社協職員も参加してくれている。 

 地域包括支援センターの「かもめ体操」を貯筋運動の際に活用している。 

 



 

・行政だけ、社協だけ、介護保険事業所だけでは限界がある。どこかのアンテ

ナに引っかかればよいのであって、１番重要なのは住民主体の活動の中で、

小地域福祉活動を中心に見守り活動を続けていくことである。 

 住民自らのパワーでアンテナを張ることも必要だと考える。 

 全て公がやる時代ではないと考える。 

 そのために介護保険の体制整備事業があり、社会福祉協議会が第２層協議体

を請け負っている。 

 その中でいかに１人の人をどのような形で支えていくのか、どういうサービ

スが必要なのか住民自ら話し合っているので、徐々にではあるがアンテナが

張り巡らされていて、支援が必要な方を見逃さないようにしている。 

 

→第８期計画に向け、国の動向を見ながら、また給付状況を見ながら策定して

いきたいと考える。 

 施設整備については、職員確保が困難な状況、これまでの、そして今後の給

付状況を見ながら事務局として検討し提案していきたい。 

 また、ケアマネジャー及びサービス事業所向けの研修を国モデル事業として

実施しているので、研修は充実していきたい。 

 

２ 葉山町高齢者福祉に関するアンケート調査について 

（主な説明） 

 

・かなりの分量の調査になっている。 

 自立・要支援・事業対象者用、要介護認定者用の２種類のアンケートを実施

する。 

 資料３のＰ．２０、問９０以下は要介護認定者用のみの設問であり、それ以

外は共通である。 

 自立・要支援・事業対象者用は２１頁・８９問、要介護認定者用が２２頁・

９５問になっている。 

  

・平成２９年に実施したアンケートでは、要介護認定を受けていない者に８１

問・２１頁、要介護認定を受けている者に８７問・２３頁であった。 

 前回は全件ではなく、要介護認定を受けていない者に無作為抽出で１，５０

０件、要介護認定を受けている方には全員で１，５１９件に送付した。 

 回収は要介護認定を受けていない者は１，００８件、６７．２％の回収率、

要介護認定を受けている者は８２８件、５４．５％であった。 

 合計３，０１９件の送付に１，８３６件の回収で６０．８％であった。 



 

・今回は全件で分量も多いことから回収率に不安があるが、もともと国の設問

が６３問あり、そこに医療介護の連携を含めたことから分量が多くなった。 

 

・高齢化率が高い中で、介護保険料が抑えられている現状について、近隣市以

外に大磯町、寒川町との比較も含めて説明した内容を記載した。 

 

・網掛けの部分が葉山町独自設問となっている。 

 

・運転免許について、次回の更新を行うのか、行わない場合に外出をどうする

のかを設問に載せた。 

 

・栄養に関する設問で、たんぱく質摂取を心掛けているか設問に載せた。 

 

・協議体で議論のあった広報、掲示板、町ホームページ、近所とあいさつをし

ているか、町内会に加入していない理由に関する設問も掲載した。 

 

・栄養に関しては別刷りで周知パンフレットを同封する。 

 

・なお、本アンケートとは別件で、地域包括支援センター等相談体制の説明を

最初の頁に掲載した葉山町高齢者ガイドブックを６５歳以上高齢者全員に郵

送する予定である。 

 

（主な質疑・意見） 

・前回、かなり高い回答率であり、必要な情報量なのでこの設問でよいのでは

ないか。 

 

・歯に関する設問もこの程度でよいと考える。 

 

・独居で認知症の方が心配である。歯ブラシしているかどうかでセルフネグレ

クトの状況が分かる。 

 

・口の中を見ないで栄養相談をするのは良くない。健康年齢の延伸が重要であ

り、自分の口から食べるのが重要である。 

 

→通いの場で歯科衛生士による健口体操の説明、町内回覧で健口体操のパンフ

レットを行った。 



 

→貯筋運動の後で口腔体操を行って、唾液も出てよい効果が出ている。 

 

・唾液が出てくるのは大事である。 

 歯茎をこするのが重要である。 

 ガムラビングといい、唾液の問題は重要である。 

 

・施設入所を申し込んでいるかどうかを設問として載せた方がよいのではない

か。 

 

→掲載するようにする。 

 

・なお、参考までに１０月１日の時点で６５歳以上高齢者数は１０，２９７人、

要介護認定者が１，７７０人となっている。 

 １月下旬に６５歳以上高齢者全件に郵送する。 

 アンケート回収期限は２月末の予定である。 

 

・看取りは最後揺れる。 

 リビングウィルを書いても揺れる。 

 現実的に看取りたいと思っても、救急車を呼ぶこともある。 

 家族が揺れる。 

 何もしない方もいれば、点滴する方もいれば、看取りは様々である。 

 

・医師の１言、１言を受け入れて、家族として看取った経験がある。静かに迎

えるのに家族の準備について医師に教わることが重要である。 

 医師に教えていただいて看取ることができた。 

 

・施設でも看取りは増えてきている。家族にも十分な説明をしており、ご理解

いただかないと後悔につながるので、説明が重要である。 

 ９割以上の方が理解いただいている。 

 

→在宅介護の指標として参考にしたいと考える。 

 

３ その他 

・次回委員会は、５月末か６月の開催を考えており、会長、副会長と調整の上、ご連絡

する。 



 

葉山町介護保険事業計画等運営委員会委員名簿（第８期） 

任期：平成 31年１月 24日～令和３年３月 31 日 
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（被保険者） 
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１ 介護保険事業について 

（１）第1号被保険者数 

平成30年度、令和元年度（第７期介護保険事業計画）の葉山町の総人口、40歳～64歳、前

期高齢者（65歳～74歳）、後期高齢者(75歳～)の状況は次のとおりです。 

総人口・65歳から74歳までの前期高齢者は減少 

、40～64歳・75歳以上の後期高齢者は増加しています。 

                                       

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績 計画値 実績 計画値 実績 

総人口 33,227人 33,233人 33,081人 33,066人 32,916人  

40～64歳 12,072人 12,142人 12,107人 12,176人 12,177人  

65～74歳 4,755人 4,769人 4,599人 4,651人 4,496人  

75歳～ 5,509人 5,470人 5,665人 5,646人 5,753人  

                                 （各年10月１日現在） 

 

（参考値） 

平成27年度実績 総人口：33,473人 40～64歳：11,831人 65～74歳：5,215人 

         75歳～：4,891人    

 

（２）要介護認定者数 

平成30年度、令和元年度（第７期計画期間）における要介護等認定者数は次のとおりです。 

 

区  分 
平成30年度 

計画 実績 

要介護等認定者計 1,750人 1,685人 

介護度別 

要支援１ 343人 325人 

要支援２ 199人 210人 

要介護１ 375人 360人 

要介護２ 236人 244人 

要介護３ 231人 210人 

要介護４ 193人 181人 

要介護５ 173人 155人 

 

 

（参考値） 

 平成27年度実績 要介護等認定者数計：1,610人 

          要支援１：269人  要支援２：174人  要介護１：337人  

          要介護２：233人  要介護３：210人  要介護４：216人  

          要介護５：171人 

 

 

 



 

区  分 
令和元年度 

計画 実績 

要介護等認定者計（人） 1,790人 1,770人 

介護度別 

要支援１ 351人 358人 

要支援２ 203人 188人 

要介護１ 384人 431人 

要介護２ 241人 240人 

要介護３ 236人 213人 

要介護４ 198人 182人 

要介護５ 177人 158人 

 

区  分 
令和２年度 

計画 実績 

要介護等認定者計（人） 1,812人  

介護度別 

要支援１ 355人  

要支援２ 205人  

要介護１ 389人  

要介護２ 244人  

要介護３ 239人  

要介護４ 201人  

要介護５ 179人  

 

（各年９月30日現在） 

【考察】 

  第１号被保険者数、要介護認定者数ともに平成 30 年度、令和元年度は計画値の範囲内の実

績となりました。 

  75歳以上の後期高齢者数が増加していること、要支援１・要介護１の比較的軽度な認定者数

が増加していることが特徴となっています。 

  団塊の世代の高齢者（昭和 22年～24年生まれ（73歳～71歳（令和２年における満年齢））

が第 8 期計画期間中に後期高齢者に差し掛かることから今後も 75 歳以上高齢者数は増加し続

けると見込まれます。 

  介護保険料の上昇を防ぐためにも、比較的軽度な状態で留まっている現状を維持（可能であ

れば改善）していくことが必要となっています。 

 

 

 



 

（３）地域別高齢者人口 

 

 

※要支援・要介護認定者に住所地特例者を除いています。 

 

 

町内字別高齢者人口（平成30年10月１日）

木古庭 上山口 下山口 一色
木古庭～

一色
堀内 長柄 堀内・長柄 総合計

要支援１ 13 19 33 75 140 79 88 167 307

要支援２ 10 16 16 60 102 56 46 102 204

要介護１ 11 25 29 93 158 88 91 179 337

要介護２ 9 14 11 56 90 69 64 133 223

要介護３ 8 20 14 54 96 45 60 105 201

要介護４ 11 13 15 40 79 58 39 97 176

要介護５ 11 15 7 40 73 30 48 78 151

事業対象者 2 2 3 11 18 13 6 19 37

自立 489 590 715 2,219 4,013 2,101 2,406 4,507 8,520

合計 564 714 843 2,648 4,769 2,539 2,848 5,387 10,156

木古庭 上山口 下山口 一色
木古庭～

一色
堀内 長柄 堀内・長柄 総合計

要支援１ 23 26 28 83 160 91 98 189 349

要支援２ 5 13 15 54 87 47 48 95 182

要介護１ 21 24 27 110 182 97 122 219 401

要介護２ 15 16 16 50 97 62 70 132 229

要介護３ 8 21 12 58 99 46 55 101 200

要介護４ 8 16 15 38 77 49 45 94 171

要介護５ 11 13 10 37 71 34 45 79 150

事業対象者 2 1 5 13 21 10 4 14 35

自立 475 584 719 2,221 3,999 2,106 2,394 4,500 8,499

合計 568 714 847 2,664 4,793 2,542 2,881 5,423 10,216

町内字別高齢者人口（令和元年10月１日）



 

（４）地域分析を踏まえた葉山町の現状分析（被保険者数・認定者数） 

（厚生労働省 地域包括ケア「見える化」システム」による地域分析） 

①  葉山町の人口の推移 

 

 

 葉山町の今後の人口推移は２０２０年をピークにその後逓減していくのに対し、６５歳以上の高齢

化率は２０４０年まで上昇し続けると見込まれます。 

 ７５歳以上高齢者が増加し続けていくことから、今後介護が必要な状態の高齢者が増加する可能性

があります。 



 

 なお、１５歳以上６５歳未満の生産年齢人口の割合は、２０００年の６７．３％から ２０４０年

には５０．６％まで下がると見込まれます。 

 

【参考値】 

平成３１年１月１日時点の年齢３区分別構成比 

 総人口 0～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 

神奈川県全域 9,181,625 人 12.2％ 62.7％ 25.1％ 

横須賀市 396,971 人 10.9％ 57.7％ 31.5％ 

鎌倉市 172,254 人 11.5％ 57.3％ 31.2％ 

逗子市 57,017 人 11.7％ 56.4％ 31.9％ 

三浦市 43,042 人 8.8％ 52.0％ 39.2％ 

大磯町 31,412 人 11.4％ 54.4％ 34.2％ 

葉山町 31,826 人 12.9％ 54.9％ 32.2％ 

出典：神奈川県年齢別人口統計調査結果 

 

第７期 月額介護保険料基準額  ５年後の神奈川県平均における介護保険料は   

（２０１８年度～２０２０年度） 月額７，７８４円（年額９３，４０８円）と推計 

神奈川県平均 ５，７３７円 

横須賀市 ５，５００円 

鎌倉市 ５，４６４円 

逗子市 ５，８１０円 

三浦市 ５，７１６円 

大磯町 ５，７００円 

葉山町 ４，８００円 

出典：かながわ高齢者保健福祉計画（第 7 期 2018 年度から 2020 年度） 

 

 

 

② 葉山町の要介護（要支援）認定者数の推移 



 

 

 

 葉山町の要介護（要支援）認定率（１７．０％）は、全国平均（１８．５％）、神奈川県平均（１７．

６％）と比較すると低いものの直近の認定率は上昇し続けています。 

 

【参考値】 

令和元年１１月末時点 要介護（要支援）認定率 

全国 神奈川県 横須賀市 鎌倉市 逗子市 三浦市 大磯町 葉山町 

18.5％ 17.6％ 17.9％ 19.9％ 20.7％ 18.9％ 15.9％ 17.0％ 



 

 

 

 要介護（要支援）認定率の多寡に大きな影響を及ぼす「第１号被保険者（６５歳以上高齢者）の性・

年齢構成」の影響を除外した「調整済み認定率」で全国、神奈川県平均と比較しても、葉山町の認定

率は低い状況です。（大磯町の認定率より低くなります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

新規要支援・要介護認定者の要介護度別分布（平成３０年（２０１８年）） 

 

 全国 神奈川県 葉山町 

要支援１ 26.7％ 24.7％ 37.9％ 

要支援２ 17.4％ 18.8％ 17.6％ 

要介護１ 24.5％ 23.4％ 17.3％ 

要介護２ 12.1％ 12.4％ 9.1％ 

要介護３ 7.2％ 7.0％ 8.5％ 

要介護４ 7.2％ 7.8％ 5.2％ 

要介護５ 5.0％ 6.0％ 4.5％ 

出典：厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成 31 年４月 10 日時点データにて集計） 

 

 新規に要支援・要介護認定になる方の介護度を分析すると、葉山町は要支援１の状態の方が多いこ

とが分かります。 

 つまり、比較的軽度の状態から要支援・要介護認定を受けていると判断されます。 

 

新規要支援・要介護認定者の年齢階級別分布（平成３０年（２０１８年）） 

 

 全国 神奈川県 葉山町 

65－69 歳 7.9％ 8.2％ 7.0％ 

70－74 歳 11.8％ 13.1％ 10.3％ 

75－79 歳 20.1％ 22.2％ 13.3％ 

80－84 歳 27.2％ 27.6％ 30.0％ 

85－89 歳 22.2％ 19.9％ 24.8％ 

90 歳以上 10.9％ 8.9％ 14.5％ 

出典：厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成 31 年４月 10 日時点データにて集計） 

 

 新規に要支援・要介護認定になる方の年齢を分析すると、葉山町は 75 歳から 79 歳までの割合が全

国、神奈川県平均に比べ低くなっています。 

 80 歳が要支援・要介護認定の分岐点と考えられます。 



 

③  介護給付費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給付費に大きな影響を及ぼす「第１号被保険者（６５歳以上高齢者）の性・年齢構成」と「地域区

分単価」の影響を除外した調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額を見ると、葉山町は在宅サー

ビスの給付月額が低く、施設および居住系サービスは近隣市、同規模自治体より給付月額が比較的多

いことが分かります。 

 

 

 

 

 



 

④  葉山町介護保険特別会計決算額 

                                  

 介護保険特別会計支出総額 保険給付費 備考 

平成１２年度 

（２０００年度） 
985,425 千円 867,577 千円 介護保険制度開始 

平成１８年度 

（２００６年度） 
1,805,821 千円 1,690,030 千円 要支援制度創設 

平成３０年度 

（２０１８年度） 
2,779,429 千円 2,489,562 千円  

 

介護保険制度開始から 18 年が経過した平成 30 年度時点で、保険給付費は約３倍にまで増加してい

ます。 

 

介護保険料基準額（月額換算） 

 

 第１期 

（２０００～２００２年度） 

第７期 

（２０１８～２０２０年度） 

１期と７期の 

比較 

神奈川県平均 ２，９７５円 ５，７３７円 １．９倍 

横須賀市 ２，９００円 ５，５００円 １．９倍 

鎌倉市 ２，６６０円 ５，４６４円 ２．１倍 

逗子市 ２，６３０円 ５，８１０円 ２．２倍 

三浦市 ２，７１３円 ５，７１６円 ２．１倍 

大磯町 ２，８５０円 ５，７００円 ２．０倍 

葉山町 ２，７０７円 ４，８００円 １．８倍 

 

２０２５年度の神奈川県平均介護保険料（推計） 

７，７８４円 

 

 葉山町は神奈川県平均、近隣市町村に比べ低い介護保険料となっていますが、介護保険制度開始時

に比べ１．８倍の増額となっています。（神奈川県平均及び近隣自治体、類似自治体を比較し、葉山町

の介護保険料の伸びは低いものになっています。） 



 

 

 【まとめ】 

 要支援・要介護認定率は上昇していますが、全国平均、神奈川県平均、近隣市町村、類似市町

村と比較しても低い状況であります。 

貯筋運動による通いの場が町内全域に広がることでの介護予防の浸透、自立支援に向けたケア

マネジメントの推進を図っており、介護保険事業は適正に行われています。 

 介護保険料も低く設定できており、町民負担の軽減も行われています。 

 しかしながら、今後、75歳以上高齢者を中心に高齢者数は増加していく見込みであり、葉山町

の場合、団塊の世代が80歳になる10年後の2030年（令和12年）に向けて介護保険給付費も増

加し続け、介護保険料も上がり続ける可能性があります。 

 そこで、葉山町全体で介護予防を意識し取り組み事で、介護保険料の上昇を抑え、第７期葉山

町 高齢者福祉計画 介護保険事業計画の基本理念「お互いに支え合い、いきいきと健康に過ご

せるまち、はやま」の実現を図ることが求められています。 

 

 

【平成28年度国モデル事業：地域づくりによる介護予防推進支援事業】 

貯筋運動実施状況（令和２年３月現在） 

 町内23か所（延べ25会場） 

 

【生活支援体制整備事業】 

第２層協議体（令和２年３月現在） 

 町内６か所に設置（上山口、下山口、一色、堀内、長柄・長柄下、葉桜） 

（今後、第７期計画期間中（平成30～令和２年度）に計８か所に設置予定）  

 

【生活支援体制整備事業により新たに創設されたサービス（資源）】 

・通所型サービスＢの創出（住民主体による通所介護サービス） 

・訪問型サービスＤの創出（地域サロンへの無料送迎） 

・一般介護予防事業として地域住民が自由に集まり介護予防に資するサロンに参加できる場の 

創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(５) サービスの利用実績 

平成 30 年度、令和元年度（第７期計画期間）の、介護保険の各種サービスの利用状況にお

ける計画値と実績値の比較は以下のとおりです。 

 

①居宅サービス利用実績 

 

○訪問介護・介護予防訪問介護 

  ヘルパーが自宅を訪問して、入浴、排泄などの身体の介護や買い物、洗濯、掃除、炊事な

どの生活の援助を行うサービスです。 

 

訪問介護（対象者：要介護１～５）                     （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 188,392,237 225,052,000 83.7% 

令和元年度 給付費 195,215,128 243,229,000 80.3% 

令和２年度 給付費  261,057,000 － 

（参考値：平成27年度実績値 186,891,120円、平成29年度実績値 196,707,330円） 

 

介護予防訪問介護（対象者：要支援１・２）                 （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 △46,453 － － 

令和元年度 給付費 － － － 

令和２年度 給付費  － － 

（参考値：平成27年度実績値 16,316,624円、平成29年度実績値 1,484,365円） 

 

○訪問入浴介護 

家庭で入浴することが困難な寝たきりの方などに対して、入浴車が自宅を訪問し、簡易浴

槽を使って、居室で入浴できるサービスです。 

 

訪問入浴介護（対象者：要介護１～５）                     （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 19,231,698 8,942,000 215.1% 

令和元年度 給付費 22,409,646 10,657,000 210.3% 

令和２年度 給付費  10,697,000  

（参考値：平成27年度実績値 17,189,013円、平成29年度実績値 14,636,504円） 

 

 



 

介護予防訪問入浴介護（対象者：要支援１・２）               （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 155,918 － － 

令和元年度 給付費 － － － 

令和２年度 給付費  － － 

（参考値：平成27年度実績値      0円、平成29年度実績値 376,207円） 

 

○訪問看護・介護予防訪問看護 

自宅で療養している方に対して看護師等が訪問し、必要な看護を提供するとともに、家族

に対して看護方法等の指導を行うサービスです。 

 

訪問看護（対象者：要介護１～５）                        （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 69,962,174 87,921,000 79.6% 

令和元年度 給付費 80,307,209 92,272,000 87.0% 

令和２年度 給付費  95,472,000  

（参考値：平成27年度実績値 47,898,313円、平成29年度実績値 63,659,577円） 

 

介護予防訪問看護（対象者：要支援１・２）                 （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 11,185,099 6,396,000 174.9% 

令和元年度 給付費 10,862,807 7,631,000 142.4% 

令和２年度 給付費  8,088,000  

（参考値：平成27年度実績値 2,424,842円、平成29年度実績値 4,640,514円） 

 

○訪問リハビリテーション 

理学療法士（PT）や作業療法士（OT）が自宅を訪問し、必要なリハビリテーションを行う

サービスです。 

 

訪問リハビリテーション（対象者：要介護１～５）                （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 11,855,694 16,112,000 73.6% 

令和元年度 給付費 11,678,376 19,878,000 58.8% 

令和２年度 給付費  23,235,000  

（参考値：平成27年度実績値 4,618,464円、平成29年度実績値 10,864,270円） 



 

介護予防訪問リハビリテーション（対象者：要支援１．２）                （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 2,662,568 5,505,000 48.4% 

令和元年度 給付費 2,607,699 5,979,000 43.6% 

令和２年度 給付費  6,496,000  

 （参考値：平成27年度実績値 1,523,900円、平成29年度実績値 3,638,958円） 

 

○居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

自宅で療養している方に対して、医師、歯科医師、薬剤師などが訪問し、療養する上での

指導やアドバイスを行うサービスです。 

 

居宅療養管理指導（対象者：要介護１～５）                      （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 44,925,135 43,484,000 103.3% 

令和元年度 給付費 49,127,624 44,983,000 109.2% 

令和２年度 給付費  43,599,000  

（参考値：平成27年度実績値 35,928,559円、平成29年度実績値 42,590,049円） 

 

介護予防居宅療養管理指導（対象者：要支援１・２）                  （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 4,174,185 6,832,000 61.1% 

令和元年度 給付費 4,307,704 8,001,000 53.8% 

令和２年度 給付費  8,161,000  

（参考値：平成27年度実績値 3,366,876円、平成29年度実績値 4,618,421円） 

 

○通所介護・介護予防通所介護 

デイサービスセンターなどに通って、食事や入浴、健康チェック、レクリエーション、リ

ハビリなどを受けるサービスです。 

通所介護（対象者：要介護１～５）                          （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 183,662,975 191,759,000 95.8% 

令和元年度 給付費 186,430,375 182,958,000 101.9% 

令和２年度 給付費  173,625,000  

（参考値：平成27年度実績値 246,595,318円、平成29年度実績値 186,213,247円） 



 

介護予防通所介護（対象者：要支援１・２）                      （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 － － － 

令和元年度 給付費 － － － 

令和２年度 給付費 － － － 

（参考値：平成27年度実績値 35,364,636円、平成29年度実績値 3,217,539円） 

 

○通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

介護老人保健施設などに通って、心身機能の維持、回復のため、リハビリテーションを受

けるサービスです。介護予防通所リハビリテーションでは、運動器の機能向上、栄養改善、

口腔機能の向上を選択できます。 

 

通所リハビリテーション（対象者：要介護１～５）                  （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 97,502,312 114,945,000 84.8% 

令和元年度 給付費 101,121,430 121,402,000 83.3% 

令和２年度 給付費  129,218,000  

（参考値：平成27年度実績値 117,269,398円、平成29年度実績値 102,010,865円） 

 

介護予防通所リハビリテーション（対象者：要支援１・２）           （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 20,681,646 19,318,000 107.1% 

令和元年度 給付費 19,065,985 20,016,000 95.3% 

令和２年度 給付費  20,716,000  

（参考値：平成27年度実績値 24,930,703円、平成29年度実績値 17,824,418円 ） 

 

○短期入所生活介護・介護予防居短期入所生活介護 

介護老人福祉施設や介護老人保健施設等に短期間入所し、食事や着替え、入浴など日常生

活の介護を受けるサービスです。 

 

短期入所生活介護（対象者：要介護１～５）                    （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 93,754,769 99,378,000 94.3% 

令和元年度 給付費 91,104,550 104,520,000 87.2% 

令和２年度 給付費  106,386,000  

（参考値：平成27年度実績値 87,673,479円、平成29年度実績値 90,010,262円） 



 

介護予防短期入所生活介護（対象者：要支援１・２）                （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 3,417,730 1,629,000 209.8% 

令和元年度 給付費 1,043,026 1,520,000 68.6% 

令和２年度 給付費  1,287,000  

（参考値：平成27年度実績値 1,196,265円、平成29年度実績値 1,680,075円） 

○短期入所療養介護・介護予防居短期入所療養介護 

保健・医療施設に短期間滞在し、医師や看護師、理学療法士から、医学的管理のもと、リ

ハビリなどを受けるサービスです。 

 

短期入所療養介護（対象者：要介護１～５）                    （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 13,473,061 19,033,000 70.8% 

令和元年度 給付費 13,219,873 22,104,000 59.8% 

令和２年度 給付費  25,042,000  

（参考値：平成27年度実績値 20,431,440円、平成29年度 13,725,044円） 

 

介護予防短期入所療養介護（対象者：要支援１・２）               （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 － － － 

令和元年度 給付費 1,271,025 － － 

令和２年度 給付費 － － － 

 

○特定施設入所者生活介護・介護予防特定施設入所者生活介護 

特定施設として指定を受けた有料老人ホーム、ケアハウス等に入所している方が、入浴、

排せつ、食事、その他の日常生活上の介護やリハビリなどを介護保険で利用できるサービス

です。 

 

特定施設入所者生活介護（対象者：要介護１～５）                （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 316,365,936 325,663,000 97.1% 

令和元年度 給付費 311,313,258 332,323,000 93.7% 

令和２年度 給付費  339,049,000  

（参考値：平成27年度実績値 261,806,035円、平成29年度実績値 311,286,855円） 

 



 

介護予防特定施設入所者生活介護（対象者：要支援１・２）           （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 12,815,647 34,865,000 36.8% 

令和元年度 給付費 11,743,743 34,881,000 33.7% 

令和２年度 給付費  36,624,000  

（参考値：平成27年度実績値 15,515,864円、平成29年度実績値 21,031,928円） 

 

○福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

日常生活を送る上で必要な福祉用具（対象品目が定められています）を貸与し、高齢者の

生活の自立を支援します。 

 

福祉用具貸与（対象者：要介護１～５）                      （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 56,804,582 60,284,000 94.2% 

令和元年度 給付費 61,880,783 63,085,000 98.1% 

令和２年度 給付費  62,178,000  

（参考値：平成27年度実績値 55,749,037円、平成29年度実績値 58,837,004円） 

 

介護予防福祉用具貸与（対象者：要支援１・２）                   （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 6,476,503 4,631,000 139.9% 

令和元年度 給付費 7,936,343 4,726,000 167.9% 

令和２年度 給付費  4,822,000  

（参考値：平成27年度実績値 3,792,199円、平成29年度実績値 4,558,284円） 

 

○福祉用具購入費・介護予防福祉用具購入費 

日常生活を送る上で必要な福祉用具の購入に対し、その費用の一部を支給します。（対象

品目が定められています） 

 

福祉用具購入費（対象者：要介護１～５）                            （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 1,781,310 3,468,000 51.4% 

令和元年度 給付費 1,978,903 4,330,000 45.7% 

令和２年度 給付費  5,125,000  

（参考値：平成27年度実績値 2,260,643円、平成29年度実績値 1,984,746円） 



 

介護予防福祉用具購入費（対象者：要支援１・２）                    （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 1,412,727 633,000 223.2% 

令和元年度 給付費 1,101,689 633,000 174.0% 

令和２年度 給付費  633,000  

（参考値：平成27年度実績値 825,272円、平成29年度実績値 1,023,387円） 

 

○住宅改修・介護予防住宅改修 

自宅の廊下、トイレ等の手すりの取り付けや段差の解消など、住宅改修に必要な費用の一

部を支給します。（対象工事が定められています） 

 

住宅改修（対象者：要介護１～５）                      （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 4,924,661 9,381,000 52.5% 

令和元年度 給付費 6,475,110 10,133,000 63.9% 

令和２年度 給付費  10,886,000  

（参考値：平成27年度実績値 6,775,328円、平成29年度実績値 6,238,577円） 

 

介護予防住宅改修（対象者：要支援１・２）                  （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 6,954,687 3,487,000 199.4% 

令和元年度 給付費 6,032,440 4,816,000 125.3% 

令和２年度 給付費  4,816,000  

（参考値：平成27年度実績値 5,023,059円、平成29年度実績値 5,545,102円） 

 

○居宅介護支援・介護予防支援 

介護支援専門員が、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

 

居宅介護支援（対象者：要介護１～５）                       （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 100,113,882 96,448,000 103.8% 

令和元年度 給付費 112,411,571 97,925,000 114.8% 

令和２年度 給付費  100,626,000  

（参考値：平成27年度実績値 95,228,318円、平成29年度実績値 92,704,768円） 

 

 

 



 

介護予防支援（対象者：要支援１・２）                      （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 11,012,528 15,282,000 72.1% 

令和元年度 給付費 10,024,240 15,621,000 64.2% 

令和２年度 給付費  15,954,000  

（参考値：平成27年度実績値 14,834,392円、平成29年度実績値 8,945,160円） 

 

②地域密着型サービス利用実績 

 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

  24時間、365日型の訪問介護・訪問看護です。 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（対象者：要介護１～５）        （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 9,511,074 3,815,000 249.3% 

令和元年度 給付費 6,862,807  3,817,000 179.8% 

令和２年度 給付費  3,817,000  

（参考値：平成27年度実績値 6,492,961円、平成29年度実績値 4,294,344円） 

 

○認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

認知症高齢者専用の通所介護です。 

 

認知症対応型通所介護（対象者：要介護１～５）                  （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 24,051,992 26,102,000 92.1% 

令和元年度 給付費 25,806,425 24,909,000 103.6% 

令和２年度 給付費  25,112,000  

（参考値：平成27年度実績値 25,675,641円、平成29年度実績値 23,852,329円） 

 

介護予防認知症対応型通所介護（対象者：要支援１・２）              （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 1,357,623 706,000 192.3% 

令和元年度 給付費 608,553 544,000 111.9% 

令和２年度 給付費  394,000  

（参考値：平成27年度実績値 1,845,057円、平成29年度実績値 1,247,008円） 



 

○小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

普段は自宅から施設に通って介護サービスを利用し、様態や希望に応じて、その施設に泊

まったり、施設の職員に自宅を訪問してもらったりするサービスです（定員は２５名程度）。 

 

小規模多機能型居宅介護（対象者：要介護１～５）                 （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 44,875,580 89,736,000 50.0% 

令和元年度 給付費 55,990,424 119,735,000 46.8% 

令和２年度 給付費  143,177,000  

 （参考値：平成27年度実績値 34,938,373円、平成29年度実績値 48,831,672円） 

 

介護予防小規模多機能型居宅介護（対象者：要支援１・２）           （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 7,204,906 14,802,000 48.7% 

令和元年度 給付費 7,551,709 21,499,000 35.1% 

令和２年度 給付費  25,334,000  

（参考値：平成27年度実績値 2,058,817円、平成29年度実績値 5,462,061円） 

 

○認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症はあるものの共同生活が可能な方が、日常生活の介護を受けながら９人程度の少人

数で共同生活するサービスです。 

 

認知症対応型共同生活介護（対象者：要介護１～５）              （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 70,465,018 70,129,000 100.5% 

令和元年度 給付費 71,699,092 69,973,000 102.5% 

令和２年度 給付費  73,125,000  

（参考値：平成27年度実績値 68,743,082円、平成29年度実績値 68,163,064円） 

 

介護予防認知症対応型共同生活介護（対象者：要支援２）            （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 1,622,399 － － 

令和元年度 給付費 79,997 － － 

令和２年度 給付費  － － 

（参考値：平成27年度実績値      0円、平成29年度実績値 1,685,962円） 

 



 

○地域密着型通所介護 

定員18人以下の通所介護です。 

 

地域密着型通所介護（対象者：要介護１～５）                （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 46,299,802 70,641,000 65.5% 

令和元年度 給付費 55,909,500 79,487,000 70.3% 

令和２年度 給付費  88,672,000  

  （参考値：平成27年度実績値      0円、平成29年度実績値 55,523,084円） 

 

③施設サービス利用実績 

 

○介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

自宅での生活が困難な要介護者に対して、入浴や排せつ、食事など生活全般の介護などを

行う施設です。 

 

特別養護老人ホーム（対象者：要介護１～５）                      （単位：円） 

 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 473,445,008 497,201,000 95.2% 

令和元年度 給付費 491,564,144 506,245,000 97.1% 

令和２年度 給付費  515,248,000  

（参考値：平成27年度実績値 499,929,101円、平成29年度実績値 490,647,910円） 

 

（参考）特別養護老人ホーム入所待機者数の推移                  （単位：人） 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

待 機 者 数 113 82 89 

（各年度４月1日現在） 

   （参考値：平成27年度実績値 166人、平成29年度実績値 115人） 

 

○介護老人保健施設（老人保健施設） 

病状が安定している要介護者に対して、在宅復帰を目指し、看護・介護サービスを中心と

した医療的ケア、リハビリテーション、日常生活の介護を行う施設です。 

介護老人保健施設（対象者：要介護１～５）                 （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 366,595,680 378,537,000 96.8% 

令和元年度 給付費 371,853,575 378,706,000 98.2% 

令和２年度 給付費  382,133,000  

（参考値：平成27年度実績値 399,393,343円、平成29年度実績値 374,970,085円） 



 

○介護療養型医療施設（療養病床） 

長期の療養を必要とする要介護者に対して、療養上の管理や看護、リハビリなどを行う施

設です。 

介護療養型医療施設（対象者：要介護１～５）                     （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 12,265,698 － － 

令和元年度 給付費 8,807,455 － － 

令和２年度 給付費  － － 

  （参考値：平成27年度実績値 7,343,163円、平成29年度実績値 13,493円） 

○介護医療院 

長期の療養を必要とする要介護者に対して、「日常的な医学管理」や「看取りやターミナ

ルケア」等の医療機能と「生活施設」としての機能を提供する施設です。 

介護医療院（対象者：要介護１～５）                     （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 － － － 

令和元年度 給付費 3,743,628 － － 

令和２年度 給付費  － － 

④利用者負担軽減措置利用実績 

○高額介護サービス費 

介護保険サービスの１割負担額が重くなりすぎないよう、利用者の所得段階別に設けた基

準額を超える自己負担額が発生した場合に、基準額を超えた分について払い戻しを行うもの

です。 

高額介護サービス費                                （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 63,894,466 66,373,000 96.3% 

令和元年度 給付費 73,953,834 73,011,000 101.3% 

令和２年度 給付費  80,313,000  

（参考値：平成27年度実績値 51,219,324円、平成29年度実績値 60,837,557円） 

 

○特定入所者介護サービス等費 

介護保険施設（短期入所も含む）に入所している低所得者層の人に対して、居住費（滞在

費）、食費に一定の自己負担限度額を設けて、負担が重くなり過ぎないようにするものです。 

特定入所者介護サービス等費                           （単位：円） 

 実績 計画（給付費） 実績／計画 

平成30年度 給付費 71,585,407 78,879,000 90.8% 

令和元年度 給付費 67,936,868 80,457,000 84.4% 

令和２年度 給付費  82,067,000  

（参考値：平成27年度実績値 93,661,616円、平成29年度実績値 77,126,626円） 



 

（６）介護給付費 

平成 30 年度、令和元年度（第７期計画期間）の介護給付費の、計画値と実績値の比較は

以下のとおりです。 

「施設＋特定施設入居者生活介護サービス費」とは、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

や介護老人保健施設（老人保健施設）、介護療養型医療施設（療養病床）、有料老人ホームなどに

入所して受けるサービスを指し、「居宅＋地域密着型サービス」とは、それ以外のサービスを指し

ます。 

居宅＋地域密着型サービス費                       （単位：円／年） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1,159,860,022 1,315,851,000 88.1% 

令和元年度 1,222,122,043 1,406,383,000 86.9% 

令和２年度  1,477,750,000  

（参考値）平成27年度実績：1,173,861,129円、平成29年度実績値：1,146,794,197円 

 

施設＋特定施設入居者生活介護サービス費                （単位：円／年） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1,181,487,969 1,236,266,000 95.6% 

令和元年度 1,199,025,803 1,252,155,000 95.8% 

令和２年度  1,273,054,000  

 （参考値）平成27年度実績：1,183,987,506円、平成29年度実績値：1,197,950,271円 

 

介護給付費（合計）                          （単位：円／年） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 2,341,347,991 2,552,117,000 91.7% 

令和元年度 2,421,147,846 2,658,538,000 91.1% 

令和２年度  2,750,804,000  

（参考値）平成27年度実績：2,357,848,635円、平成29年度実績値：2,344,744,468円 

（６）介護保険事業所の整備状況 

平成30年度～令和２年度（第７期計画期間）の介護保険事業所の増設計画及び増設実績、

平成元年度末現在の事業所数については、次のとおりです。 

事業所種別 増設計画 増設実績 差分  現在数 

通所リハビリテーション ０ ０ － ２ 

通所介護 ０ ０ － ６ 

地域密着型通所介護 ０ ０ － ３ 

認知症対応型通所介護 ０ ０ － １ 

短期入所生活介護 ０ ０ － ３ 

小規模多機能型居宅介護 ０ ０ － ２ 

特定施設（有料老人ホーム） ０ ０ － ４ 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） ０ ０ － ３ 

介護老人福祉施設 ０ ０ － ２ 

介護老人保健施設 ０ ０ － １ 

地域密着型介護老人福祉施設 ０ ０ － ０ 

※認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の値はユニット数 



 

【居宅＋地域密着型サービス費】 

 

年度 給付額 対前年度比 

平成27年度 1,173,861,129円 ― 

平成28年度 1,153,181,231円 98.2％ 

平成29年度 1,146,794,197円 99.4％ 

平成30年度 1,159,860,022円 101.1％ 

令和元年度 1,222,122,043円 105.4％ 

 

【施設＋特定施設入居者生活介護サービス費】 

 

年度 給付額 対前年度比 

平成27年度 1,183,987,506円 ― 

平成28年度 1,175,510,221円  99.3％ 

平成29年度 1,197,950,271円 101.9％ 

平成30年度 1,181,487,969円 98.6％ 

令和元年度 1,199,025,803円 101.5％ 

 

【介護給付費】 

 

年度 給付額 対前年度比 

平成27年度 2,357,848,635円 ― 

平成28年度 2,328,691,452円 98.8％ 

平成29年度 2,344,744,468円 100.7％ 

平成30年度 2,341,347,991円   99.9％ 

令和元年度 2,421,147,846円 103.4％ 

 

【介護老人福祉施設（特養）】 

 

年度 給付額 対前年度比 

平成27年度 499,929,101円 ― 

平成28年度 482,591,842円 98.5％ 

平成29年度 490,647,910円 101.7％ 

平成30年度 473,445,008円 96.5％ 

令和元年度 491,564,144円 103.8％ 

 

【特定施設入居者生活介護】 

 

年度 給付額 対前年度比 

平成27年度 261,806,035円 ― 

平成28年度 289,193,479円 110.5％ 

平成29年度 311,286,855円 107.6％ 

平成30年度 316,365,936円 101.6％ 

令和元年度 311,313,258円 98.4％ 

 

 



 

（７）各サービス延べ利用件数の比較 

サービス 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

訪問介護 
3,086件 

（3,200件） 

3,015件 

（3,266件） 

 

（3,344件） 

介護予防訪問介護 
１件 

（－） 

0件 

（－） 

 

（－） 

訪問入浴介護 
312件 

（240件） 

360件 

（252件） 

 

（264件） 

介護予防訪問入浴介護 
６件 

（－） 

０件 

（－） 

 

（－） 

訪問看護 
1,602件 

（1,707件） 

1,942件 

（1,850件） 

 

（1,993件） 

介護予防訪問看護 
409件 

（210件） 

386件 

（226件） 

 

（242件） 

訪問リハビリテーション 
363件 

（349件） 

316件 

（392件） 

 

（435件） 

介護予防 

訪問リハビリテーション 

88件 

（131件） 

97件 

（144件） 

 

（157件） 

居宅療養管理指導 
6,306件 

（6,690件） 

7,027件 

（7,290件） 

 

（7,889件） 

介護予防 

居宅療養管理指導 

655件 

（781件） 

726件 

（835件） 

 

（989件） 

通所介護 
3,051件 

（3,177件） 

3,068件 

（3,250件） 

 

（3,322件） 

通所リハビリテーション 
1,423件 

（1,473件） 

1,475件 

（1,495件） 

 

（1,566件） 

介護予防 

通所リハビリテーション 

697件 

（756件） 

593件 

（815件） 

 

（873件） 

短期入所生活介護 
1,432件 

（1,432件） 

1,382件 

（1,470件） 

 

（1,498件） 

介護予防 

短期入所生活介護 

99件 

（72件） 

46件 

（81件） 

 

（99件） 

短期入所療養介護 
113件 

（130件） 

122件 

（136件） 

 

（143件） 

介護予防 

短期入所療養介護 

 

（1件） 

12件 

（1件） 

 

（1件） 

特定施設入居者生活介護 
1,721件 

（1,724件） 

1,681件 

（1,819件） 

 

（1,913件） 

介護予防 

特定施設入居者生活介護 

204件 

（375件） 

197件 

（398件） 

 

（420件） 

福祉用具貸与 
4,706件 

（4,877件） 

5,193件 

（5,065件） 

 

（5,252件） 

介護予防福祉用具貸与 
1,568件 

（1,361件） 

1,609件 

（1,478件） 

 

（1,594件） 

福祉用具販売 
81件 

（95件） 

87件 

（100件） 

 

（105件） 

※下段（  ）は計画値



 

 

サービス 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

介護予防福祉用具販売 
65件 

（40件） 

52件 

（41件） 

 

（42件） 

住宅改修 
71件 

（82件） 

76件 

（86件） 

 

（90件） 

介護予防住宅改修 
81件 

（72件） 

65件 

（74件） 

 

（76件） 

居宅介護支援 
7,218件 

（7,150件） 

7,825件 

（7,252件） 

 

（7,354件） 

介護予防支援 
2,344件 

（2,394件） 

2,182件 

（2,467件） 

 

（2,539件） 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

47件 

（32件） 

52件 

（33件） 

 

（34件） 

認知症対応型通所介護 
270件 

（272件） 

298件 

（285件） 

 

（297件） 

介護予防 

認知症対応型通所介護 

20件 

（26件） 

12件 

（29件） 

 

（31件） 

小規模多機能型居宅介護 
278件 

（308件） 

347件 

（355件） 

 

（401件） 

介護予防 

小規模多機能型居宅介護 

143件 

（105件） 

147件 

（123件） 

 

（140件） 

認知症対応型共同生活介護 
297件 

（294件） 

312件 

（295件） 

 

（296件） 

介護予防 

認知症対応型共同生活介護 

７件 

（－） 

１件 

（－） 

 

（－） 

地域密着型通所介護 
675件 

（785件） 

891件 

（794件） 

 

（1,004件） 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

1,892件 

（2,043件） 

1,870件 

（2,077件） 

 

（2,110件） 

介護老人保健施設 
1,443件 

（1,539件） 

1,425件 

（1,558件） 

 

（1,557件） 

介護療養型医療施設 
35件 

（0件） 

25件 

（0件） 

 

（0件） 

介護医療院 
0件 

（－） 

9件 

（－） 

 

（－） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（８）平成30年度、令和元年度介護給付費について（考察） 

  全体として、令和元年 10 月サービス提供分より、消費税 10％改定に伴う介護報酬単位増加

の影響もあり、増加傾向にあります。 

 

 

① （訪問介護） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 188,392,237円 195,215,128円 6,822,891円 

件数 3,086件 3,015件 △71件 

（参考値 平成27年度実績値 186,891,120円、平成29年度実績値 196,707,330円） 

                  3,199件              3,147件  

 

  訪問介護サービスは件数の増加があまり見られないものの給付費が6,822,891円増額してい

ることから、サービス受給者の重度化がなされたと考えられます。 

  ただし、平成 29 年度実績値と令和元年度実績値に大きな変化は見られず、令和２年度以降

も増加し続けるかは不明です。 

 

② （訪問看護） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 69,962,174円 80,307,209円 10,345,035円 

件数 1,602件 1,942件 340件 

（参考値 平成27年度実績値 47,898,313円、平成29年度実績値 63,659,577円） 

                 1,237件             1,554件   

 

  訪問看護サービスは、件数の増加に比例して給付費も10,345,035円増額しています。 

  平成 30 年１月に町内唯一の訪問看護サービス事業所が指定された影響もありますが、平成

27年度からの増加額を見る限り、訪問看護の需要が増加した結果と考えられます。 

  令和２年度以降も増加していくと見込まれます。 

 

③ （居宅療養管理指導） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 44,925,135円 49,127,624円 4,202,489円 

件数 6,306件 7,027件 721件 

（参考値 平成27年度実績値 35,928,559円、平成29年度実績値 42,590,049円） 

                 5,064件             5,928件    

 

  居宅療養管理指導サービスは、令和元年度において前年度比500万円の増額ではないものの

平成27年度実績と比較し増加し続けています。 

  上記②訪問看護サービス費とともに、医療系の訪問介護サービスの需要が増加した結果と考

えられます。 

 令和２年度以降も増加し続けていくと見込まれます。 

 

 

 

 

 



 

④ （福祉用具貸与） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 56,804,582円 61,880,783円 5,076,201円 

件数 4,706件 5,193件 487件 

（参考値 平成27年度実績値 55,749,037円、平成29年度実績値 58,837,004円） 

                 4,479件             4,525件  

  （介護予防福祉用具貸与） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 6,476,503円 7,936,343円 1,459,840円 

件数 1,568件 1,609件 41件 

（参考値 平成27年度実績値 3,792,199円、平成29年度実績値 4,558,284円） 

                 1,147件             1,165件 

 

 福祉用具貸与サービスは、給付費、件数ともに年々上昇しており、在宅介護を行う上で必要な 

サービスとして令和２年度以降も増額し続けていくと見込まれます。 

 

⑤ （居宅介護支援） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 100,113,882円 112,411,571円 12,297,689円 

件数 7,218件 7,825件 607件 

（参考値 平成27年度実績値 95,228,318円、平成29年度実績値 92,704,768円） 

                 7,171件             7,026件  

（介護予防支援） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 11,012,528円 10,024,240円 △988,288円 

件数 2,344件 2,182件 △162件 

（参考値 平成27年度実績値 14,834,392円、平成29年度実績値  8,945,160円） 

                 3,248件             1,960件 

※介護予防支援は、平成29年度より一部総合事業に移行しています。（通所型・訪問型サービス） 

 

 居宅介護支援は、給付費、件数ともに年々上昇しており、在宅介護を行う上で必要なサービス 

として令和２年度以降も増額し続けていくと見込まれます。 

 

⑥ （小規模多機能型居宅介護） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 44,875,580円 55,990,424円 11,114,844円 

件数 278件 347件 69件 

（参考値 平成27年度実績値 34,938,373円、平成29年度実績値 48,831,672円） 

                  206件              285件 

 

（参考）  

・アンコール葉山 小規模多機能型居宅介護事業所 平成25年６月１日事業所指定 

・生活リハビリクラブ葉山 小規模多機能型居宅介護み・かーさ 平成29年５月１日事業所指定 

 町内２事業所は平成25年、29年に事業所指定しているが、２事業所合計して定員58名のとこ 

ろ 46名の登録者数になっています。（令和２年６月１日時点） 

 今後在宅福祉を推進する中で、小規模多機能型居宅介護事業所の必要性は高く、令和２年度以

降も給付費が増額し続けていくと見込まれます。 

 



 

⑦ （地域密着型通所介護） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 46,299,802円 55,909,500円 9,609,698円 

件数 675件 891件 216件 

（参考値 平成29年度実績値 55,523,084円） 

                  745件  

 

 葉山町内の地域密着型通所介護事業所の状況は次のとおりです。 

 

・葉山グリーンヒルケアセンター 平成28年４月１日 

・アロハオハナ デイサービスセンター 平成28年４月１日 

・デイサービス茶利 平成30年７月１日 

 

 地域密着型通所介護サービスは、令和元年度は平成30年度に比べ給付費で9,609,698円の増 

額、件数216件の増加と大きくなっていますが、平成29年度と令和元年度を比較するとほぼ横 

ばいとなっています。 

 

（参考）（通所介護） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 183,662,975円 186,430,375円 2,767,400円 

件数 3,051件 3,068件 17件 

（参考値 平成27年度実績値 246,595,318円、平成29年度実績値 186,213,247円） 

                  4,023件              2,917件  

（平成29年度に定員18人以下の通所介護は地域密着型通所介護に移行されました。） 

 

 通所介護サービスは、給付費、件数ともにほぼ同額で推移しています。 

 通所系サービス（通所介護、地域密着通所介護）はほぼ横ばいで推移していますが、令和２年 

度に地域密着型通所介護２事業所の新規開設を予定していることから、令和２年度以降通所介護 

サービスの給付費はそれほど大きな伸びはないものの、地域密着型サービス費は増加していくこ 

とが見込まれます。 

 

⑧介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 473,445,008円 491,564,144円 18,119,136円 

件数 1,892件 1,870件 △22件 

（参考値 平成27年度実績値 499,929,101円、平成29年度実績値 490,647,910円） 

                  2,009件              1,991件  

 

 介護老人福祉施設は令和元年度、前年比18,119,136円の増額ですが、給付費自体が５億円弱 

と大きく、3.8％増と全体からするとほぼ横ばいであり、件数もほぼ横ばいです。 

 待機者数も減少（ほぼ横ばい）しており、令和２年度以降も大きな伸びはないものと見込まれ

ます。 

 

（参考（再掲）） 

特別養護老人ホーム入所待機者数 （各年度４月１日現在） 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

待機者数 113人 82人 89人 

 



 

⑨介護老人保健施設 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 366,595,680円 371,853,575円 5,257,895円 

件数 1,443件 1,425件 △18件 

（参考値 平成27年度実績値 399,393,343円、平成29年度実績値 374,970,085円） 

                  1,549件              1,493件 

 

 介護老人保健施設は令和元年度、前年比 5,257,895 円の増額ですが、令和元年度の給付費が

371,853,575 円と大きく、前年度比の増加率も 1.4％増と全体からするとほぼ横ばいであり、

件数自体もほぼ横ばいです。 

 さらに、平成27年度実績値と比較すると減少しています。 

 令和２年度以降も大きな伸びはないものと見込まれます。 

 

⑩特定施設入居者生活介護 

 平成30度① 令和元年度② 差額（②―①） 

給付費 316,365,936円 311,313,258円 △5,052,678円 

件数 1,721件 1,681件 △40件 

（参考値 平成27年度実績値 261,806,035円、平成29年度実績値 311,286,855円） 

                 1,386件              1,661件   

 

 特定施設入居者生活介護サービスは、平成29年度までは大きく伸びていましたが、令和元年 

度は平成30年度比で5,052,678円ほど減額し、件数も減少しています。 

 

（参考）（要支援・要介護認定者数（再掲）） 

 

 平成３０年度 令和元年度 増減（②―①） 

要支援１ ３２５人 ３５８人 ３３人 

要支援２ ２１０人 １８８人 △２２人 

要介護１ ３６０人 ４３１人 ７１人 

要介護２ ２４４人 ２４０人 △４人 

要介護３ ２１０人 ２１３人 ３人 

要介護４ １８１人 １８２人 １人 

要介護５ １５５人 １５８人 ３人 

合  計 １，６８５人 １，７７０人 ８５人 

 

 

（まとめ） 

 葉山町は要支援１、要介護１の認定者が増加していますが、それ以外の認定者はほぼ横ばいの 

状況です。 

 葉山町の要支援・要介護認定を受け始める分岐点が80歳です。 

団塊の世代（昭和22年生～昭和24年生）の高齢者は、第８期計画において75歳になり始め 

る時期になっており、現在の予防事業への対策を強化することで大きな給付費の伸びは押さえら

れる見込みです。 

 

 サービス種別ごとにみると在宅サービスの給付は増加していくと考えられます。 

訪問看護、居宅療養管理指導、小規模多機能型居宅介護は給付費が伸びていくと見込まれます。 

しかし、通所系サービスはそれほど大きな伸びは見込まれません。 

 施設系サービスは、それほど大きな伸びはないと考えられます。  



 

（９）介護保険料賦課徴収状況 

①所得段階別第1号被保険者数 

平成30年度、令和元年度（第７期計画期間）の所得段階別の第１号被保険者数及び構成比

は次のとおりです。 

 

所得段階 
保険料額 

（年額） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

被保険者数 構成比 被保険者数 構成比 被保険者数 構成比 

第１段階 25,920 1,501 14.0% 1,503 13,9%   

第２段階 40,320 556 5.2% 585 5,4%   

第３段階 41,472 504 4.7% 525 4.9%   

第４段階 54,720 1,794 16.8% 1,761 16.3%   

第５段階 57,600 1,291 12.1% 1,302 12.1%   

第６段階 72,000 1,039 9.7% 1,078 10.0%   

第７段階 72,576 878 8.2% 884 8.2%   

第８段階 73,152 777 7.3% 805 7.5%   

第９段階 88,128 1,477 13.8% 1,464 13.6%   

第 10段階 89,856 379 3.5% 405 3.8%   

第 11段階 100,800 141 1.3% 132 1.2%   

第 12段階 102,528 86 0.8% 92 0.9%   

第 13段階 120,960 122 1.1% 99 0.9%   

第 14段階 122,112 139 1.3% 157 1.5%   

合  計 ― 10,684  10,792    

（各年とも年度末現在） 

                   

 

（参考値）平成27年度実績 

所得段階 
保険料額 

（年額） 
被保険者数 構成比 

第１段階 25,920 1,372 13.5% 

第２段階 40,320 433 4.3% 

第３段階 41,472 441 4.3% 

第４段階 54,720 1,927 18.9% 

第５段階 57,600 1,201 11.8% 

第６段階 72,000 912 9.0% 

第７段階 72,576 845 8.3% 

第８段階 73,152 743 7.3% 

第９段階 88,128 1,420 13.9% 

第10段階 89,856 384 3.8% 

第11段階 100,800 155 1.5% 

第12段階 102,528 92 0.9% 

第13段階 120,960 100 1.0% 

第14段階 122,112 158 1.6% 

合 計  10,183  

 



 

（参考）第７期計画期間中の所得段階区分 

所得段階 町民税 対象者 

第１段階 

世帯非課税 

生活保護受給者・町民税非課税の老齢福祉年金受給者 

合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円以下の者 

第２段階 
合計所得金額＋課税年金収入額が１２０万円以下の者 

第１段階以外の者 

第３段階 第１段階、第２段階以外の者 

第４段階 世帯課税で

本人非課税 

合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円以下の者 

第５段階 第４段階以外の者【基準段階】 

第６段階 

本人課税 

合計所得金額が１２０万円未満 

第７段階 合計所得金額が１２０万円以上１６０万円未満の方 

第８段階 合計所得金額が１６０万円以上２００万円未満 

第９段階 合計所得金額が２００万円以上４００万円未満 

第10段階 合計所得金額が４００万円以上６００万円未満 

第11段階 合計所得金額が６００万円以上８００万円未満 

第12段階 合計所得金額が８００万円以上１，０００万円未満 

第13段階 合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万円未満 

第14段階 合計所得金額が１，５００万円以上 

 

 

 

 

②介護保険料収納状況 

平成30年度、令和元年度（第７期計画期間）の介護保険料収納状況の推移は次のとおりで

す。 

 

年度 区分 特別徴収※ 普通徴収※ 合計 

平成30年度 
収入済額 590,596千円 52,453千円 643,049千円 

収 納 率 100% 81.4% 98.2% 

令和元年度 
収入済額 581,415千円 53,997千円 635,412千円 

収 納 率 100% 85.3% 98.6% 

令和２年度 
収入済額 千円 千円 千円 

収 納 率 % % % 

※特別徴収： 年金から介護保険料を差し引いて納めていただく徴収方法 

※普通徴収： 納付書で介護保険料を納めていただく徴収方法（過年度分を含む） 

       

 



 

２ 高齢者福祉事業について 
平成 30 年度、令和元年度（第 7 期計画期間）における高齢者福祉事業の利用状況の計画値

と実績値の比較は以下のとおりです。 

 

（１）介護予防普及啓発事業 

①高齢者元気はつらつ教室 

【事業内容】 

運動機能の低下が見られる高齢者に対しての運動機能評価、運動の集団指導を行い、高齢者の運

動器の機能向上を目的に実施します。 

 

延べ参加人数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 237 人 300 人 79.0％ 

令和元年度 264 人 300 人 88.0％ 

令和２年度 人 300 人 ％ 

 

②訪問型介護予防事業 

【事業内容】 

地域包括支援センターと連携し、閉じこもり、認知症等のある高齢者宅に訪問し、日常の介護

等の相談を受けます。 

 

延べ参加人数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 11 人 10 人 110.0％ 

令和元年度 10 人 10 人 100.0％ 

令和２年度 人 10 人 ％ 

 

 

③介護予防運動教室 

【事業内容】 

介護予防事業を推進するため、複数のメニューから自由に選択し自分に合った運動を行える介

護予防運動教室を実施します。 

 

延べ参加人数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 720 人 720 人 100.0％ 

令和元年度 580 人 720 人 80.6％ 

令和２年度 人 720 人 ％ 

 

※令和元年度は、３月開催予定の介護予防運動教室が新型コロナウィルス感染拡大の影響で中止

になりました。 

 

 

 



 

④介護予防水中歩行教室 

【事業内容】 

介護予防に効果的な水中歩行教室を実施します。 

 

延べ参加人数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 160 人 160 人 100.0％ 

令和元年度 144 人 160 人 90.0％ 

令和２年度 人 160 人 ％ 

 

 

（２）外出支援事業 

 高齢者の健康な状態を維持することを目的に交通機関での外出に対する補助を行います。 

（京急ふれあいパス自己負担金への一部補助事業） 

 

 負担補助実績数 

                 （単位：人） 

 実績 

平成30年度 1,819人 

令和元年度 1,992人 

令和２年度  

 

（３）生活支援体制整備事業 

 第７期計画期間中に町内８か所に第２層協議体を設置し、各地域の現状と課題分析、さらに不

足している新たな資源開発を行います。 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

木古庭   ○ 

上山口  ○ ○ 

下山口 ○ ○ ○ 

一 色  ○ ○ 

堀 内 ○ ○ ○ 

長柄・長柄下 ○ ○ ○ 

葉桜  ○ ○ 

イトーピア   ○ 

 

【令和元年度実績】 

 ６圏域（上山口、下山口、堀内、一色、長柄・長柄下、葉桜）に第２層協議体を設置し、かつ

令和2年度に設置予定地域（木古庭、イトーピア）への説明を行った。 

 

木古庭・・・木古庭福祉委員会全体会で概要説明するとともに、木古庭福祉委員会の新旧代表に

対し、協議体の説明及び意見交換を行い、令和２年度から開始することで共通認識

を得た。 

 

上山口・・・既存の上山口福祉活動推進委員会が協議体を兼ねており、11回の委員会を開催した。 

     地域の課題として、毎週月曜日に実施している上山口ふれあいサロンへの送迎があり、 

     令和２年度より訪問型サービスＤとしてサロン送迎を実施することとした。 



 

下山口・・・協議体「下山口の地域福祉を考える会」で６回の企画会議及び２回の全体会議を行

い地域の現状と課題抽出を行った。 

地域福祉団体が集まり、地域の現状と課題について議論した。 

地域住民が一般介護予防事業（サロン）として「地域福祉館きづな」が運営される

とともに、訪問型サービスＤを活用しサロンへの送迎事業を行った。 

子どもから高齢者まで気軽に集まれる場づくりとして、住民主体の「気楽会」によ

る農業体験会を行い地域交流を行った。 

 

一 色・・・協議体「一色地区支え合い推進会議」を立ち上げ、情報交換会１回、研修１回、会

議２回、企画会議を１回開催し、地域の現状と課題抽出を行うとともに、地域をエ

リアごとに分けてヒアリングを行うこととした。 

      令和元年度は１回ヒアリングを行い地域の現状と課題抽出を行った。 

 

堀 内・・・協議体として、コア会議を９回、コアミーティングを１回、全体会議を２回開催し

た。 

      一般介護予防事業（サロン）として「鐙摺共生型サロン」「みんなの食卓」、      

通所型サービスＢとして「プレザント・チャット会なでしこ」が住民主体で運営さ

れ、高齢者のみならず子どもも含めた共生型サロンが運営された。 

      ネット環境での地域交流の場「kazapla」の立ち上げ、新型コロナウィルス感染拡

大に対応するためのテレワークを導入など、ネット環境を活用した情報環境の整備

を行った。 

 

長柄・長柄下・・・地域の現状を知るための町歩きを行った。 

         協議体「長柄地区ネットワーク会議」を全体会を２回、コア会議を７回開催

し、地域住民との協働で住民アンケート調査票を作成し、長柄・長柄下町内

会で戸別配布・回収を行うこととした。 

 

葉桜・・・協議体「葉桜まちづくり委員会」の第１分科会が８回、全体会が４回、正副代表者委

員会が３回開催され、葉桜地区の現状と課題、今後の取り組みについて町内会への提

言という形で報告書にまとめた。 

 

イトーピア・・・令和２年度に向け、事務局内での検討を行った。 

 

（４）地域ケア会議 

 【事業内容】 

 介護事業者、地域住民、対象者家族などが個別ケースの支援内容の検討をし、高齢者個人に対

する支援の充実を実現するとともに地域課題を抽出し、地域づくりを行っていきます。 

 

会議開催数                               （単位：回） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1 回 6 回 16.7％ 

令和元年度 １回 6 回 16.7％ 

令和２年度  6 回  

 

 

 

 

 



 

（５）生きがいミニデイサービス 

【事業内容】 

地域の人たちとの交流を通じて、介護予防、生きがいづくり、住民同士のつながりをつくる事

業を実施する地域ボランティアグループを支援する事業です。 

 

延べ参加人数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 5,787人 6,000人 96.5％ 

令和元年度 6,747人 6,000人 112.5％ 

令和２年度 人 6,000人 ％ 

 

（６）貯筋運動 

【事業内容】 

地域住民が主体となり、行政による技術的な支援のもと貯筋運動による介護予防事業を実施し、

地域づくりと介護予防を行います。 

 

実施団体数                               （単位：団体数） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 15団体 15団体 100.0％ 

令和元年度 23団体 20団体 115.0％ 

令和２年度  20団体  

 

（７）総合事業による各種サービス 

 総合事業により、通所型サービス、訪問型サービスを実施しました。 

 

（現行相当訪問型サービス） 

延べ利用件数                               （単位：件） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1,103 件 641 件 171.9％ 

令和元年度 1,005 件 654 件 153.7％ 

令和２年度 件 667 件 ％ 

 

 事業実績額（円）              

平成 30年度 15,220,784円 

令和元年度 14,579,721円 

令和２年度  

   

 

                        

                                        

 

 

 

 

 



 

（現行相当通所型サービス） 

延べ利用件数                               （単位：件） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1,883 件 1,075 件 175.2％ 

令和元年度 1,739 件 1,096 件 158.7％ 

令和２年度 件 1,117 件 ％ 

 

 事業実績額（円）              

平成 30年度 37,414,377円 

令和元年度 35,430,339円 

令和２年度  

  （参考値：介護予防通所介護（平成27年度：35,364,636 円、平成29年度：3,217,539 円） 

 

 

（介護予防ケアマネジメント） 

延べ利用件数                               （単位：件） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1,471 件 1,843 件 79.8％ 

令和元年度 1,580 件 1,935 件 81.7％ 

令和２年度 件 2,032 件 ％ 

 

 事業実績額（円） 

              

平成 30年度 6,936,890円 

令和元年度 7,329,479円 

令和２年度  

 

（訪問型サービスＡ） 

延べ利用件数                               （単位：団体） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 0 団体 0 団体 - 

令和元年度 0 団体 １団体 - 

令和２年度 団体 １団体 - 

 

（訪問型サービスＢ） 

延べ利用件数                               （単位：団体） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 0 団体 ０団体 - 

令和元年度 0 団体 １団体 - 

令和２年度 団体 １団体 - 

 

 

 



 

（訪問型サービスＤ） 

延べ利用件数                               （単位：団体） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 １団体 １団体 100.0% 

令和元年度 １団体 １団体 100.0% 

令和２年度 団体 １団体 - 

 

（通所型サービスＡ） 

延べ利用件数                               （単位：団体） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 ０団体 ０団体 - 

令和元年度 ０団体 １団体 - 

令和２年度 団体 １団体 - 

 

（通所型サービスＢ） 

延べ利用件数                               （単位：団体） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1 団体 1 団体 100.0% 

令和元年度 １団体 １団体 100.0% 

令和２年度 団体 １団体 - 

 

（通所型サービスＣ） 

延べ利用件数                               （単位：団体） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 １団体 1 団体 100.0% 

令和元年度 １団体 １団体 100.0% 

令和２年度 団体 １団体 - 

 

（８）社会参加の促進 

①老人クラブ補助金交付事業 

【事業内容】 

20の単位クラブ及び老人クラブ連合会に対して、その運営をより充実させるため助成を行って

います。 

 

交付先団体数                               （単位：団体） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 17 団体 18 団体 94.4％ 

令和元年度 15 団体 18 団体 83.3％ 

令和２年度 団体 18 団体 ％ 

 

 

 



 

②ねんりんふれあいの集い事業（いこいの日事業） 

【事業内容】 

福祉文化会館に 60 歳以上の高齢者が集まり、保健師あるいは看護師による健康・介護予防・

疾病予防の受講や、相互の親睦を図るなど、介護予防と住民の交流を深める事業です。１回あた

り70名程度の参加を見込み、原則毎月２回実施します。 

 

 

開催数                                 （単位：開催数） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 23回 22回 104.5％ 

令和元年度 22回 22回 100.0％ 

令和２年度 回 22回 ％ 

 

③ねんりんふれあいの集い事業（社交ダンス教室） 

【事業内容】 

高齢者の生きがい活動の支援及び相互交流を図るため、原則毎週月曜日に福祉文化会館で 60

歳以上の高齢者を対象にダンス教室を行っています。（年４回、発表会も行っています。） 

 

 

開催数                                 （単位：開催数） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 48回 50回 96.0％ 

令和元年度 60回 50回 120.0％ 

令和２年度 回 50回 ％ 

 

延べ参加人数                                 （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1,929 人 2,500 人 77.2％ 

令和元年度 1,929 人 2,500 人 77.2％ 

令和２年度 人 2,500 人 ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

④ねんりんふれあいの集い事業（スポーツ（リズム体操）教室） 

【事業内容】 

高齢者の介護予防及び相互交流を図るため、原則第２・第４月曜日に体操の講師を呼び、福祉文

化会館で60歳以上の高齢者を対象にリズム体操を行っています。 

 

 

開催数                                 （単位：開催数） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 24回 24回 100.0％ 

令和元年度 24回 24回 100.0％ 

令和２年度 回 24回 ％ 

 

 

延べ参加人数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 254 人 480 人 52.9％ 

令和元年度 254 人 480 人 52.9％ 

令和２年度 人 480 人 ％ 

 

 

（９）認知症予防事業 

①認知症予防教室 

【事業内容】 

認知症予防に効果的な運動（コグニサイズ）を実施します。 

 

延べ参加人数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 224人 320人 70.0％ 

令和元年度 212人 320人 66.3％ 

令和２年度 人 320人 ％ 

 

②認知症講演会 

【事業内容】 

認知症の早期発見、早期予防を目的として、外部講師に依頼し認知症講演会を実施しておりま

す。 

 

延べ参加人数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 45人 300人 15.0％ 

令和元年度 70人 300人 23.3％ 

令和２年度 人 300人 ％ 

 

 

 



 

③認知症等行方不明ＳＯＳネットワークシステム 

【事業内容】 

 認知症高齢者の家族の希望により、警察や行政関連機関、交通機関などが連絡を取り合って徘

徊高齢者を早期に発見し家族のもとに帰します。 

 

登録者数                                 （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 23人 28人 82.1％ 

令和元年度 39人 31人 125.8％ 

令和２年度 人 34人 ％ 

 

④認知症サポーター養成講座 

 【事業内容】 

認知症になっても安心して暮らせるまちづくりのため各種団体と調整し、認知症の人と家族へ

の応援者である認知症サポーター養成講座を開催します。 

  

サポーター数（延べ人数）                        （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 940人 854人 100.1％ 

令和元年度 145人 924人 15.7％ 

令和２年度 人 1,004人 ％ 

 

⑤認知症カフェ 

 【事業内容】 

認知症の本人・家族・地域住民・専門職など誰でも参加でき、交流を図り社会とつながること

のできる場である認知症カフェを開催します。 

 

開催数                                   （単位：回） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 13回 10回 130.0％ 

令和元年度 12回 15回 80.0％ 

令和２年度 回 20回 ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１０）ひとり暮らし高齢者等への支援 

①緊急通報システム 

【事業内容】 

おおむね 65 歳以上のひとり暮らし高齢者、または家族の事情により、ほぼ通年日中ひとり暮

らしとなる高齢者等で、貸与機器が設置できる電話回線を有し、身体上慢性疾患等により日常生

活上注意を要する状態にある者に対し、緊急通報システム装置を無償で貸与してきました。 

 

延べ利用者数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 1,301人 1,400人 92.9％ 

令和元年度 1,307人 1,400人 93.4％ 

令和２年度 人 1,400人 ％ 

 

②配食サービス 

【事業内容】 

食事をつくることが困難な在宅の高齢者及び重度障害者（以下「高齢者等」という。）の世帯

に食事を配達することによって、高齢者等の食生活の改善及び安否確認を行います。 

 

延べ利用者数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 457人 480人 95.2％ 

令和元年度 399人 480人 83.1％ 

令和２年度 人 480人 ％ 

 

 

③生活支援型デイサービス 

 

【事業内容】 

介護保険には該当しないが、生活支援が必要と認められるおおむね65歳以上の高齢者に対し、

日中施設で機能低下の防止訓練、入浴や食事のサービスを提供しています。（週1回まで） 

 

延べ利用者数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 0人 48人 ― 

令和元年度 0人 48人 ― 

令和２年度 人 48人 ％ 

 

 

※対象者は、総合事業事業対象者としてデイサービスを利用しているため、平成 30 年度、令和

元年度の本事業での実績はございません。 

 

 

 

 

 



 

④無料入浴サービス事業 

 

【事業内容】 

ひとり暮らしのため不安がある、設備的にも危険が伴うなどの理由で入浴が思い通りにできな

い方々を主に、福祉文化会館で、看護師が入浴前後の身体チェックを行い、入浴してもらうこと

で、安全で衛生的な生活の一助とし、介護を予防する事業として行っています。 

 

延べ利用者数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 836人 850人 98.4％ 

令和元年度 686人 900人 76.2％ 

令和２年度 人 950人 ％ 

 

⑤在宅高齢者住宅改修助成事業 

 

【事業内容】 

介護保険制度や障害者施策に該当しない 65 歳以上の町内在住の高齢者に対し、住み慣れた住

宅で安全で快適な生活が送れるよう必要な住宅改修に要する費用の一部（工事費の２分の１を上

限10万円まで）を助成しています。 

 

延べ利用者数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 12人 ５人 240.0％ 

令和元年度 ９人 ５人 180.0％ 

令和２年度 人 ５人 ％ 

 

 

⑥養護老人ホームへの措置 

【事業内容】 

原則 65 歳以上で、環境上の理由及び経済的理由で居宅での生活が困難な方が入所できる施設

です。町の措置決定があれば入所できます。 

 

延べ利用者数                               （単位：人） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 ２人 ５人 40.0％ 

令和元年度 ３人 ５人 80.0％ 

令和２年度 人 ５人 ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１１）自立支援・重度化防止 

 【事業内容】 

  要支援１・２、総合事業対象者、要介護１の者の（介護予防）居宅サービス計画書・課題整

理総括表に対し、各種専門職から助言を行うことで自立支援・重度化防止事業を実施します。 

 

対象ケアプラン数                             （単位：件） 

 実績 計画 実績／計画 

平成30年度 24件 24件 100.0％ 

令和元年度 22件 24件 91.7％ 

令和２年度 件 24件 ％ 

 

※令和元年度は、３月開催予定の地域ケア個別会議が新型コロナウィルス感染拡大の影響で中止

になりました。 

 

 

 



 

葉山町第８期介護保険事業計画策定に向けての事業所アンケートへの協力のお願い（案） 

 

 

                        令和２年７月 

                        葉山町福祉部福祉課介護高齢係 

 

 

日頃より、本町の介護保険事業にご理解・ご協力をいただき厚くお礼申し上げます。 

 さて、昨年に引き続き、第８期 高齢者福祉計画 介護保険事業計画策定に向けた葉山

町内の介護保険サービス事業所の皆さまへのアンケート調査を行います。 

現時点における皆さまの現状やご意見をうかがった上で、その結果を計画見直しの重要

な基礎資料として活用させていただきたいと考えておりますので、ご協力いただきますよ

うお願い申し上げます。 

  

 サービスの種別ごとで集計するので、サービスごとに１通回答してくだ

さい。（事業所単位でまとめて回答しないでください。） 

 

 

 

【ご記入の前に】 

１ 利用者・職員の数は令和２年６月１日時点の状況でご記載ください。 

２ ご記入いただいた調査票は、令和２年７月１７日（金）までに同封の返信用封筒に入

れてご投函ください。切手を貼る必要はありません。 

３ 調査に関することは下記にお問い合わせください。 

 

        問い合わせ先 葉山町保健福祉部福祉課 大渡（おおわたり） 

        電話 ０４６（８７６）１１１１ 内線２３２ 

        Ｅ－Mail kaigo-fukusi@hayama.kanagawa.jp 

 

 

 

 

 

 

資料 ４ 

 

  

 

mailto:kaigo-fukusi@


 

１ 事業所名及び担当者名、連絡先（電話番号）を記載してください。（全事業所対象） 

    

事業所名  

担当者名  

連 絡 先   

 

２ 各介護保険サービス（老人福祉サービス）提供状況をお伺いします。（全事業所対象） 

（１）提供しているサービスは何ですか。 

（２）令和２年６月１日時点の定員数をご記載ください。  

（３）令和２年６月１日時点の利用者数をご記入ください。 

     

番号 サービス名 定員 利用登録者数 

１ 居宅介護支援 －  

２ 介護予防居宅介護支援 －  

３ 訪問介護  
－ 

 

４ 総合事業（介護予防訪問介護）  

５ 訪問入浴介護 
－ 

 

６ 介護予防訪問入浴介護  

７ 訪問看護 
－ 

 

８ 介護予防訪問看護  

９ 訪問リハビリ 
－ 

 

10 介護予防訪問リハビリ  

11 居宅療養管理指導 

－ 

 

12 介護予防居宅療養管理指導  

13 通所介護 
 

 

14 総合事業（介護予防通所介護）  

15 通所リハビリ   

16 介護予防通所リハビリ  

17 短期入所生活介護   

18 介護予防短期入所生活介護  

19 短期入所療養介護   

20 介護予防短期入所療養介護  

21 特定施設入所者生活介護   



 

22 介護予防特定施設入所者生活介護  

23 介護老人福祉施設   

24 介護老人保健施設   

25 福祉用用具貸与 
－ 

 

26 介護予防福祉用用具貸与  

27 福祉用具販売 
－ 

 

28 介護予防福祉用具販売  

29 住宅改修 
－ 

 

30 介護予防住宅改修  

31 定期巡回・随時対応型訪問介護看護   

32 小規模多機能型居宅介護 
 

 

33 介護予防小規模多機能型居宅介護  

34 認知症対応型通所介護 
 

 

35 介護予防認知症対応型通所介護  

36 認知症対応型共同生活介護 
 

 

37 介護予防認知症対応型共同生活介護  

38 地域密着型通所介護   

39 住宅型有料老人ホーム   

40 サービス付き高齢者向け住宅   

 

（４）令和２年６月１日時点の職員数をご記入ください。 

①管理者 １名 

②介護職員（    ）名 

③介護支援専門員（    ）名→うち主任介護支援専門員（    ）名 

④介護相談員（    ）名 

⑤看護師（     ）名 

⑥機能訓練指導員（      ）名→資格（          ）  

⑦その他（     ）名 

 

※兼務の場合は、それぞれの職種に職員数を記載してください。 

※職員の資格ではなく、事業所（施設）の配置義務のある職種で記載してください。 

（例：機能訓練指導員として看護師の有資格者を配置している場合は、⑥機能訓練指導員

とし、資格（    ）に看護師と記載してください。） 

※事務員等の①～⑥に該当しない者の場合は、⑦その他に記載してください。 

 



 

（５）利用者について、サービスごとに介護度別の人数を記載してください。（合計数は、

上記（３）の利用者数と同じになります。）（全事業所対象） 

 

① サービス名（                ） 

    １ 要支援１ （     ）人 

    ２ 要支援２ （     ）人 

    ３ 要介護１ （     ）人 

    ４ 要介護２ （     ）人 

    ５ 要介護３ （     ）人 

    ６ 要介護４ （     ）人 

    ７ 要介護５ （     ）人 

    ８ 自立   （     ）人 

 

② サービス名（                ） 

    １ 要支援１ （     ）人 

    ２ 要支援２ （     ）人 

    ３ 要介護１ （     ）人 

    ４ 要介護２ （     ）人 

    ５ 要介護３ （     ）人 

    ６ 要介護４ （     ）人 

    ７ 要介護５ （     ）人 

    ８ 自  立 （     ）人 

 

③ サービス名（                ） 

    １ 要支援１ （     ）人 

    ２ 要支援２ （     ）人 

    ３ 要介護１ （     ）人 

    ４ 要介護２ （     ）人 

    ５ 要介護３ （     ）人 

    ６ 要介護４ （     ）人 

    ７ 要介護５ （     ）人 

    ８ 自  立 （     ）人 

 

 

 

 



 

④ サービス名（                ） 

    １ 要支援１ （     ）人 

    ２ 要支援２ （     ）人 

    ３ 要介護１ （     ）人 

    ４ 要介護２ （     ）人 

    ５ 要介護３ （     ）人 

    ６ 要介護４ （     ）人 

    ７ 要介護５ （     ）人 

    ８ 自  立 （     ）人 

 

⑤ サービス名（                ） 

    １ 要支援１ （     ）人 

    ２ 要支援２ （     ）人 

    ３ 要介護１ （     ）人 

    ４ 要介護２ （     ）人 

    ５ 要介護３ （     ）人 

    ６ 要介護４ （     ）人 

    ７ 要介護５ （     ）人 

    ８ 自  立 （     ）人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（６）令和２年６月１日時点の職員の男女別人数を記載してください。 

ここでの記載は、上記（４）の人数と合致させてください。 

 

①管理者 １名  

 男 女 

10 代   

20 代   

30 代   

40 代   

50 代   

60 代   

70 代以上   

②介護職員（    ）名 

 男 女 

10 代   

20 代   

30 代   

40 代   

50 代   

60 代   

70 代以上   

③介護支援専門員（    ）名→うち主任介護支援専門員（    ）名 

 男 女 

10 代   

20 代   

30 代   

40 代   

50 代   

60 代   

70 代以上   

 

 

 

 

 



 

④介護相談員（    ）名 

 男 女 

10 代   

20 代   

30 代   

40 代   

50 代   

60 代   

70 代以上   

⑤看護師（     ）名 

 男 女 

10 代   

20 代   

30 代   

40 代   

50 代   

60 代   

70 代以上   

⑥准看護師（      ）名 

 男 女 

10 代   

20 代   

30 代   

40 代   

50 代   

60 代   

70 代以上   

 

 

 

 

 

 

 

 



 

⑦機能訓練指導員（      ）名→資格（          ）  

 男 女 

10 代   

20 代   

30 代   

40 代   

50 代   

60 代   

70 代以上   

 

⑧その他（     ）名 

 男 女 

10 代   

20 代   

30 代   

40 代   

50 代   

60 代   

70 代以上   

 

※兼務の場合は、それぞれの職種に職員数を記載してください。 

※職員の資格ではなく、事業所（施設）の配置義務のある職種で記載してください。 

（例：機能訓練指導員として看護師の有資格者を配置している場合は、⑤看護師と記載す

るのではなく、⑥機能訓練指導員とし、資格（    ）に看護師と記載してください。） 

※事務員等の①～⑦に該当しない者の場合は、⑧その他に記載してください 

 

（７）新型コロナウィルス感染拡大の影響は、貴事業所の人材確保に影響を及ぼしていま

すか。あてはまるものに○をしてください。 

 

１ 特に影響はない 

２ 影響がある    →どのような影響があるのか記載してください（自由記載） 

             

 

 

３ 現段階では何とも言えない。 

 



 

（８）貴事業所の人員配置上の課題とそれに対する対応方針について記載してください。

（自由記載） 

 

 

 

 

 

 

 

（９）介護老人福祉施設（特養）、介護老人保健施設、特定施設入所者生活介護（介護付き

有料老人ホーム）、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の皆様は、

令和２年６月１日時点の利用者数及びその内訳として葉山町の被保険者数を記載し

てください。 

 

番号 サービス名 
利用者数 

（総数） 

（利用者数の

うち、葉山町

被保険者数） 

１ 介護老人福祉施設   

２ 介護老人保健施設   

３ 特定施設入所者生活介護   

４ 住宅型有料老人ホーム   

５ サービス付き高齢者向け住宅   

                ↓  

※利用者の中の葉山町被保険者について、要介護度別人数を記載してください。 

 

   要支援１ （    ）人 

   要支援２ （    ）人 

   要介護１ （    ）人 

   要介護２ （    ）人 

   要介護３ （    ）人 

   要介護４ （    ）人 

要介護５ （    ）人 

   自  立 （    ）人 

 

 

 



 

（１０）介護老人福祉施設（特養）の皆様は、令和２年６月１日時点の待機者数をご記載

ください。    

 

  要支援１ （    ）人 

  要支援２ （    ）人 

要介護１ （    ）人 

  要介護２ （    ）人 

  要介護３ （    ）人 

  要介護４ （    ）人 

要介護５ （    ）人 

 

                 ↓ 

 上記待機者のうち、葉山町の被保険者数を記載してください。 

  

  要支援１ （    ）人 

  要支援２ （    ）人 

要介護１ （    ）人 

  要介護２ （    ）人 

  要介護３ （    ）人 

  要介護４ （    ）人 

要介護５ （    ）人                

 

                 ↓ 

貴事業所（特養）の待機者数の動向について、あてはまるものに○をしてください。 

 （ひとつだけに○） 

１ 増加傾向にある。 

２ 減少傾向にある。 

３ 横ばいである。 

４ その他（                               ）    

 

   ※その他の場合は、（ ）にその内容を記載してください。 

 

 

 

 

 



 

                 ↓ 

 また、貴事業所（特養）の待機者について、あてはまるものに○をしてください。 

 

   １ 取り敢えず申し込むという方がいるので、実態（すぐに入所が必要な方）はも

う少し少ない。    

   ２ 要介護状態から見て軽度の方がいるので、実態（すぐに入所が必要な方）はも

う少し少ない。 

   ３ 緊急度の高い方が多いので、施設整備は喫緊の課題であると考える。 

   ４ その他（                               ） 

 

   ※その他の場合は、（ ）にその内容を記載してください。 

 

                ↓ 

  上記１ 「取り敢えず申し込むという方がいるので、実態はもう少し少ない。」に○を 

した場合、実態（すぐに入所が必要な方）は待機者のうちどのくらいと考えますか。あ 

てはまるものに○をしてください。 

    

   １ ７、８割程度 

   ２ 半数程度 

   ３ ３割程度 

   ４ その他（                              ） 

 

   ※その他の場合は、（ ）にその内容を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１１）貴事業所の利用実績の状況を教えてください。（全事業所対象） 

 

【設問１】近年の利用者数はどのような状況ですか。 

 ①要支援利用者（ひとつだけに○） 

 

１ 利用者数は増加傾向にある。 

２ 利用者数は減少傾向にある。 

３ その他（                            ） 

 

   ※その他の場合は、（ ）にその内容を記載してください。 

 

 ②要介護利用者（ひとつだけに○） 

 

１ 利用者数は増加傾向にある。 

２ 利用者数は減少傾向にある。 

３ その他（                            ） 

 

   ※その他の場合は、（ ）にその内容を記載してください。 

 

 

 

【設問２】利用者数が増加、あるいは減少傾向であることの考えられる理由を教えてくだ

さい。（自由記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１２）令和２年６月時点での貴事務所（貴法人）の今後の葉山町内での事業方針につい

ていずれかに○をし、その理由を含め記載してください。（全事業所対象） 

 

 ○今後の事業展開（下記１～４のどれかに○をしてください。）（ひとつだけに○） 

 

１ 
拡大（新規事業所を開設する、増床する、従業者（ケアマネ等）を増やし受

入れ可能人数を増やす、町内で移転し定員数を増やす 等）  

２ 
縮小（従業者（ケアマネ等）を減らし受入れ可能人数を減らす、町外に事業

所を移転する等） 

３ 現行どおり 

４ 未定 

                  ↓  

○その理由及び増床数等具体的内容   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 (１３)介護老人福祉施設について、葉山町被保険者における特養待機者数は 令和元年に

前年より 30 名減り、その後横ばいです。その理由について、どのように考えますか。 

下記の１～６のいずれかに○をしてお答えください。（介護老人福祉施設、居宅介護支

援事業所、地域包括支援センター対象）（ひとつだけに○） 

 

 １ 特養を退所される方が多く、入所がしやすくなっている。 

 ２ 近隣市（横須賀市等）の特養に入所される方が多い。 

 ３ 老健施設に特養待機者が入所しているため。 

 ４ 有料老人ホームに特養待機者が入所しているため。 

 ５ ご利用者・ご家族は、施設より在宅希望が強く、特養入所申込者が減っているため。 

 ６ その他（                         ） 

 

 

 ※その他の場合は、（ ）にその内容を記載してください。 

 

 

 

 

（参考）葉山町被保険者の特別養護老人ホーム入所待機者数の推移（各年度４月 1 日現在） 

                  

 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

待機者数 

114 人 

町内  91 人 

町外 23 人 

115 人 

町内 89 人 

町外 26 人 

113 人 

町内 81 人 

町外 32 人 

82 人 

町内 60 人 

町外 22 人 

89 人 

町内 71 人 

町外 18 人 

 

※町内とは町内特養、町外とは町外特養を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 新型コロナウィルス感染症の影響について（全事業所対象） 

 

（１）新型コロナウィルス感染症拡大により令和２年２月～５月までの間の利用者数に影

響はありましたか。いずれかに○をしてください。（ひとつだけに○） 

  

 １ 利用者数が減った 

 ２ 利用者数が増えた 

 ３ 利用者数に特に影響はなかった 

 

 

（１－２）利用者数が減った（増えた）理由として考えられるものはどれですか。いずれ

かに○をしてください。（ひとつだけに○） 

 

 （減った理由） 

 １ 利用者からサービス利用の自粛があった 

 ２ 事業所として利用者の数に制限をかけた 

 ３ その他（                               ） 

  ※その他の場合には（      ）に内容を記載してください。 

 

（増えた理由） 

１ 他のサービスから流れた（例 通所介護サービスから訪問介護サービスに流れた 

等） 

 ２ 外出自粛の影響により介護サービスへの需要が高まった 

 ３ その他（                               ）  

※その他の場合には（      ）に内容を記載してください。 

 

（２）緊急事態宣言が解除されたことで、令和２年５月に比べて６月の利用者数に影響は

ありましたか。いずれかに○をしてください。（ひとつだけに○） 

  

 １ 利用者数は５月に比べ６月は減った 

 ２ 利用者数が５月に比べ６月は増えた 

 ３ 利用者数に５月と６月で特に影響はなかった 

 

 

 

 



 

（３）利用者の状況に変化がありましたか。あてはまるものに○をしてください。 

  

 １ 外出自粛の影響が続き、体調が悪化した→利用者全体の（   ）割程度 

 ２ 外出自粛の影響が続き、体調が悪化していたが、現在は上向きである 

                     →利用者全体の（   ）割程度   

 ３ 外出自粛の影響は特に感じられない  

 ４ その他（                                 ） 

 

 ※１か２に〇をした場合は、３には〇をしないでください。 

 ※１か２に〇をした場合は、利用者全体の割合を記載してください。 

※その他の場合には（      ）に内容を記載してください。 

 

  

（４）感染症予防対策として貴事業所で取り組んでいること（今後取り組むこと）につい

て記載してください。（自由記載） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。これですべて終了です。ご回答いただいた調査票は、

同封の返信用封筒(切手不要)を使い、７月１７日（金）までに投函してください。 

 

 

  皆様のお知恵やお力を借りながら、当町の高齢者が住みなれた地域で自分らしく生き

生きと暮らしていけるよう、また、施設に入所しても葉山町の施設に入所してよかった

と感じていただけるよう、第８期高齢者福祉計画 介護保険事業計画を策定してまいり

ますので、ご理解・ご協力のほどよろしくお願いいたします。



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 


